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(57)【要約】
【課題】カップ砥石の摩耗やワークの形状を簡易に監視
しつつ加工を行うことができる研削加工装置及び方法を
提供すること。
【解決手段】砥石部材２０に付随して設けられた付随セ
ンサ５１が研削対象１０の形状に関する情報を測定する
ので、研削対象１０を第１ホルダ３７から外さずに測定
することができ、加工の途中段階で研削対象１０の加工
状態を確認することができる。これにより、第２ホルダ
３７等が変位しても、研削対象１０の形状のズレ又はこ
れに相当する砥石部材２０の摩耗を監視しつつ研削対象
１０の加工を行うことができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研削対象を第１ホルダに支持して第１回転軸のまわりに回転させる第１駆動機構と、
　砥石部材を第２ホルダに支持して第２回転軸のまわりに回転させる第２駆動機構と、
　前記砥石部材に付随して設けられ、前記研削対象の形状に関する情報を測定する付随セ
ンサと、
　前記第１駆動機構と前記第２駆動機構との動作を制御して、前記砥石部材によって前記
研削対象に球状面の研削加工を行わせる制御部と
を備える研削加工装置。
【請求項２】
　前記第２回転軸を前記第１回転軸に対して旋回させる旋回機構と、前記砥石部材を前記
第２回転軸に沿って先端側に移動させる送り込みを行う送込機構とをさらに備えることを
特徴とする請求項１に記載の研削加工装置。
【請求項３】
　前記制御部は、前記砥石部材の摩耗を補償するように前記送込機構に前記砥石部材の送
り込みを行わせることを特徴とする請求項２に記載の研削加工装置。
【請求項４】
　前記付随センサは、前記研削対象の加工表面に当接することで当該加工表面の位置を検
出し、
　前記制御部は、前記付随センサの検出した位置に基づいて前記研削対象の加工表面の曲
率及び前記研削対象の中心厚みの少なくとも一方が目標値からずれているか否かを監視す
ることを特徴とする請求項２及び３のいずれか一項に記載の研削加工装置。
【請求項５】
　前記制御部は、前記研削対象の加工表面の曲率及び前記研削対象の中心厚みの少なくと
も一方が目標値から所定の許容範囲以上にずれた場合、前記送込機構による前記砥石部材
の送り込みの基準値を変更する請求項４に記載の研削加工装置。
【請求項６】
　前記砥石部材は、円形の加工部を先端に有する円筒状の部材であることを特徴とする請
求項１から５までのいずれか一項に記載の研削加工装置。
【請求項７】
　前記付随センサは、前記砥石部材の中心軸に沿って形成された貫通孔に挿通されるとと
もに前記研削対象の加工表面に付勢可能なプローブを有し、前記砥石部材の中心軸に沿っ
た前記プローブの先端位置を検出することを特徴とする請求項６に記載の研削加工装置。
【請求項８】
　研削対象を第１ホルダに支持して第１回転軸のまわりに回転させつつ、砥石部材を第２
ホルダに支持して第２回転軸のまわりに回転させることにより、前記砥石部材によって前
記研削対象に球状面の研削を行わせる加工方法であって、
　前記砥石部材に付随して設けられた付随センサが測定した前記研削対象の形状に関する
情報に基づいて、前記砥石部材及び前記研削対象の相対的な配置を調整することを特徴と
する研削加工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学素子の研磨又は研削のために用いられる研削加工装置及び研削加工方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光学素子に球面を創成するための研削方法として、研削ホイールとワークとを回転駆動
させつつ、研削ホイールをワークに対して当接させて切り込むように移動させ、かかる切
り込みの終了後に、研削ホイールを創成した球面に平行な方向に揺動させるものがある（
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特許文献１参照）。
【０００３】
　また、カップ砥石をワークの回転軸に対して傾斜状態に固定しカップ砥石をその回転軸
に沿って前進させることで研削するものであるが、加工個数と深さ誤差との関係からカッ
プ砥石の摩耗速度を算出し、摩耗速度に対応する補正量だけカップ砥石の軸方向の送り停
止位置への加算を行うものがある（特許文献２参照）。
【０００４】
　研削ホイールに相当するカップ砥石をワークの回転軸（Ｚ軸）に対して傾斜状態に固定
しワークをその回転軸に沿って前進させることでその研削を行うものであって、加工時間
等に基づいてカップ砥石の摩耗量を予測し、摩耗量に対応する補正量だけカップ砥石をＸ
Ｚ面内で移動させるものがある（特許文献３参照）。
【０００５】
　同様に、カップ砥石をワークの回転軸に対して傾斜状態に固定しワークをその回転軸に
沿って前進させることでその研削を行うものであって、カップ砥石の軸方向摩耗を検出し
、軸方向摩耗を相殺するようにカップ砥石を軸心方向に移動させるものがある（特許文献
４参照）。
【０００６】
　その他、光学素子を加工機に保持したままの状態で測定するため、球面計の測定端子を
加工中の光学素子に対向配置可能にする研削加工方法があり、この方法では、球面計の出
力をカーブジェネレータのコンローラに接続することで、自動計測及び自動補正を行って
いる（特許文献５参照）。
【０００７】
　しかしながら、上記特許文献１の方法では、研削ホイールの揺動によってワークの仕上
げ精度を簡易に高めることができるが、研削ホイールの摩耗について考慮されておらず、
研削ホイールの摩耗に伴って加工精度が経時的に劣化する。
【０００８】
　また、上記特許文献２、３の方法では、カップ砥石の摩耗量を予測するが、リアルタイ
ムで摩耗の監視を行ってワークの加工状態を修正することができない。
【０００９】
　上記特許文献４の方法では、カップ砥石の摩耗を加工途中や加工終了直後に監視するこ
とができるが、カップ砥石を揺動させる動作を前提としていない。また、カップ砥石の摩
耗を監視するだけでは、必ずしもワークの加工精度を監視することにはならない。
【００１０】
　上記特許文献５の方法では、ワークの加工状態を加工途中や加工終了直後に監視するこ
とができるが、砥石の摩耗に原因する精度低下に対処する手法については開示されていな
い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開平０７－１８６０３２号公報
【特許文献２】特開平０１－３０１０４８号公報
【特許文献３】特開２００９－９０４１４号公報
【特許文献４】特開平０５－１９２８５６号公報
【特許文献５】特開平０３－１１１７０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記背景技術の課題に鑑みてなされたものであり、カップ砥石の摩耗やワー
クの形状を簡易に監視しつつ加工を行うことができる研削加工装置及び方法を提供するこ
とを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、本発明に係る研削加工装置は、研削対象を第１ホルダに支持
して第１回転軸のまわりに回転させる第１駆動機構と、砥石部材を第２ホルダに支持して
第２回転軸のまわりに回転させる第２駆動機構と、砥石部材に付随して設けられ研削対象
の形状に関する情報を測定する付随センサと、第１駆動機構と第２駆動機構との動作を制
御して、砥石部材によって研削対象に球状面の研削加工を行わせる制御部とを備える。
【００１４】
　上記研削加工装置では、砥石部材に付随して設けられた付随センサが研削対象の形状に
関する情報を測定するので、研削対象を第１ホルダから外さずに測定することができ、加
工の途中段階で研削対象の加工状態を確認することができる。これにより、第２ホルダが
変位しても、研削対象の形状のズレ又はこれに相当する砥石部材の摩耗を監視しつつ研削
対象の加工を行うことができる。
【００１５】
　本発明の具体的な側面では、上記研削加工装置において、第２回転軸を第１回転軸に対
して旋回させる旋回機構と、砥石部材を第２回転軸に沿って先端側に移動させる送り込み
を行う送込機構とをさらに備える。この場合、旋回中心を曲率中心に一致させれば、送込
機構による送り込み量の調整によって、砥石部材の摩耗を補償した加工を簡易に実行する
ことができる。
【００１６】
　本発明の別の側面では、制御部が、砥石部材の摩耗を補償するように送込機構に砥石部
材の送り込みを行わせる。この場合、制御部によって砥石部材の摩耗の自動的な補償が可
能になる。
【００１７】
　本発明のさらに別の側面では、付随センサが、研削対象の加工表面に当接することで当
該加工表面の位置を検出し、制御部が、付随センサの検出した位置に基づいて研削対象の
加工表面の曲率及び研削対象の中心厚みの少なくとも一方が目標値からずれているか否か
を監視する。この場合、研削対象の加工表面を直接的に計測することができ、或いは砥石
部材の摩耗を間接的に計測することができ、加工表面の位置が目標値からずれている場合
には、第２駆動機構等の動作を適宜調整して、研削対象を目標の形状に近づけるように動
作させることができる。
【００１８】
　本発明のさらに別の側面では、制御部が、研削対象の加工表面の曲率及び研削対象の中
心厚みの少なくとも一方が目標値から所定の許容範囲以上にずれた場合、送込機構による
砥石部材の送り込みの基準値を変更する。この場合、砥石部材の摩耗を補償するような砥
石部材の送り込みが可能になり、砥石部材の摩耗に関わらず研削対象を高精度で加工する
ことができる。
【００１９】
　本発明のさらに別の側面では、砥石部材が、円形の加工部を先端に有する円筒状の部材
である。この場合、砥石部材による加工を簡易に高精度化することができる。なお、付随
センサは、砥石部材の内側に配置される。
【００２０】
　本発明のさらに別の側面では、付随センサが、砥石部材の中心軸に沿って形成された貫
通孔に挿通されるとともに研削対象の加工表面に付勢可能なプローブを有し、砥石部材の
中心軸に沿ったプローブの先端位置を検出する。この場合、付随センサを簡易な構造とす
ることができ、加工表面の曲率に関する情報を検出でき、或いは研削対象の中心厚みを検
出することができる。
【００２１】
　上記課題を解決するため、本発明に係る研削加工方法は、研削対象を第１ホルダに支持
して第１回転軸のまわりに回転させつつ、砥石部材を第２ホルダに支持して第２回転軸の
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まわりに回転させることにより、砥石部材によって研削対象に球状面の研削を行わせる研
削加工方法であって、砥石部材に付随して設けられた付随センサが測定した研削対象の形
状に関する情報に基づいて、砥石部材及び研削対象の相対的な配置を調整する。
【００２２】
　上記研削加工方法では、砥石部材に付随して設けられた付随センサが計測する研削対象
の形状に関する情報に基づいて、砥石部材及び研削対象の相対的な配置を調整するので、
第２ホルダが変位しても、砥石部材の摩耗の影響を抑制しつつ、研削対象の形状のズレを
低減した精密な加工が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】実施形態に係る加工装置の構造と、これを用いた光学素子の研削とを概念的に説
明するブロック図である。
【図２】図１の加工装置のうち砥石部材や付随センサを説明する拡大断面図である。
【図３】（Ａ）及び（Ｂ）は、図２の付随センサによって検出される情報を説明する図で
ある。
【図４】図１の加工装置を用いた光学素子の作製を概念的に説明するフローチャートであ
る。
【図５】図４の動作の変形例を説明するフローチャートである。
【図６】図４の動作の別の変形例を説明するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の一実施形態に係る光学素子の研削加工装置及びこれを用いた研削加工方
法について図面を参照しつつ説明する。
【００２５】
　図１に示すように、光学素子の研削加工装置１００は、カーブジェネレータ型の駆動機
構を有する駆動装置３０と、駆動装置３０に研削液を供給する研削液供給部４０と、研削
対象１０の加工状態を測定する測定部５０と、駆動装置３０の動作を数値的に制御する制
御部７０とを備える。
【００２６】
　駆動装置３０は、台座３１上に第１ステージ３２と第２ステージ３３とを載置した構造
を有する。ここで、第１ステージ３２は、第１可動部３５を支持しており、この第１可動
部３５は、第１ホルダ３７を介してレンズ等の光学素子となるべき研削対象１０を間接的
に支持している。この第１ステージ３２は、研削対象１０を支持する第１可動部３５を、
例えば水平なＺ軸方向に沿った所望の位置に移動させることができる。また、第１ステー
ジ３２は、研削対象１０を支持する第１可動部３５を、Ｚ軸方向に垂直なＸＹ面に沿って
変位させる微調整機構を有している。なお、第１可動部３５は、第１駆動機構として、研
削対象１０を第１ホルダ３７とともにＺ軸に平行な水平回転軸である第１回転軸ＲＡ１の
まわりに所望の速度で回転させることができる。一方、第２ステージ３３は、第２可動部
３６を支持しており、この第２可動部３６は、第２ホルダ３８を介して砥石部材２０を間
接的に支持している。第２ステージ３３は、旋回機構として、研削対象１０を支持する第
２可動部３６を、例えばＹ軸に平行な鉛直旋回軸ＰＸのまわりの所望の角度方向に配置す
ることができるとともに、所望の角度範囲及び角速度で揺動させることができる。また、
第２ステージ３３は、砥石部材２０を支持する第２可動部３６等をＺ軸方向に沿った所望
の位置に移動させることができ、鉛直旋回軸ＰＸまでの相対的な距離を調整することがで
きる。なお、第２可動部３６は、第２駆動機構として、第２ホルダ３８とともに砥石部材
２０をＺ軸に平行に配置可能な水平回転軸である第２回転軸ＲＡ２のまわりに所望の角速
度で回転させることができる。さらに、第２可動部３６は、送込機構として、第２ホルダ
３８とともに砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って先端側に所望の速度で移動させる
送り込みを実行することができる。
【００２７】
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　第１ホルダ３７に保持される研削対象１０は、レンズ等の光学素子となるべきものであ
り、例えばガラス等の材料で形成されたブロックである。研削対象１０の根元側は、第１
ホルダ３７の先端に設けたチャックＣＡに埋め込むように固定されている。
【００２８】
　第２ホルダ３８に保持される砥石部材２０は、円筒状の部材であり、中心軸に沿って貫
通孔ＰＰが形成されている。砥石部材２０は、先端に環状の砥石部２０ｃを有する。砥石
部２０ｃは、円形の加工部であり、例えばダイヤモンド粒子をボンド材料で焼結したもの
である。なお、砥石部材２０の側面には、複数の開口２５が形成されており、研削液を外
部に排出できるようになっている。
【００２９】
　測定部５０は、砥石部材２０に付随して研削対象１０の加工形状に関する情報を測定す
る付随センサ５１と、付随センサ５１を駆動するセンサ駆動部５２とを有する。なお、付
随センサ５１は、ケーブル線ＣＬを介してセンサ駆動部５２に接続されている。
【００３０】
　制御部７０は、高精度の数値制御を可能にするものであり、駆動装置３０に内蔵された
モータや位置センサ等を駆動することによって、第１及び第２ステージ３２，３３や、第
１及び第２可動部３５，３６を目的とする状態に適宜動作させる。例えば、第１ステージ
３２の第１可動部３５によって、第１ホルダ３７に保持された研削対象１０をその中心軸
と一致する第１回転軸ＲＡ１のまわりに比較的低速で回転させる。同時に、第２ステージ
３３の第２可動部３６によって、第２ホルダ３８に保持された砥石部材２０をその対称軸
と一致する第２回転軸ＲＡ２のまわりに比較的高速で回転させつつ、第２ステージ３３に
よって第２可動部３６すなわち砥石部材２０を鉛直旋回軸ＰＸのまわりに旋回させて、第
２回転軸ＲＡ２を所期の角度方向に配置する。この際、第２ステージ３３によって第２可
動部３６すなわち砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って先端側に適宜移動させる送り
込みを行う。さらに、砥石部材２０を鉛直旋回軸ＰＸのまわりに揺動させつつ砥石部材２
０を第２回転軸ＲＡ２に沿って先端側に適宜移動させることで、砥石部材２０の加工面２
０ｓを目標とする球面形状ＳＳに沿ってその曲率中心のまわりに揺動させることができる
。つまり、研削対象１０の加工表面１０ｓの形状を球面に調製しつつ、その曲率半径を砥
石部材２０の加工面２０ｓの先端から鉛直旋回軸ＰＸまでの距離（目標曲率半径）に一致
させる加工が可能になる。なお、砥石部材２０をその加工面２０ｓの曲率中心のまわりに
旋回させることで、円筒型の砥石部材２０による加工精度を高めることができる。さらに
、砥石部材２０をその加工面２０ｓの曲率中心のまわりに揺動させることで、研削ムラの
発生を抑制することができる。
【００３１】
　砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って先端側に移動させる送り込みは、砥石部材２
０を徐々に前進させることにより、その加工面２０ｓが目標の球面形状ＳＳと一致するよ
うに、上記曲率半径に対応する目標の送り込み量となるまで徐々に行われる。この際、第
２可動部３６に内蔵されたモータの負荷を監視し、その負荷が増大した場合、第２可動部
３６による切り込み動作の速度を遅くする。これにより、研削対象１０の加工速度を調整
することができ、研削対象１０の加工表面１０ｓの面粗さの一様性を高めることができる
。
【００３２】
　なお、砥石部材２０は、研削対象１０の研削加工を繰り返すことで徐々に磨耗する。例
えば、砥石部材２０の加工面２０ｓの磨耗厚みが所定の閾値以下である場合、制御部７０
は、砥石部２０ｃが一様に磨耗しているとして、第２可動部３６による送り込み量の値を
磨耗厚み分だけ修正する。これにより、砥石部材２０の磨耗を考慮した動作が可能になり
、研削対象１０の加工精度を高めることができる。砥石部材２０の磨耗の程度は、研削対
象１０の処理枚数によって判定することができる。また、砥石部材２０の磨耗の程度は、
センサ駆動部５２を介して取得される付随センサ５１の検出出力に基づいて監視すること
もできる。
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【００３３】
　以下、図２を参照して、付随センサ５１について詳細に説明する。付随センサ５１は、
プローブ部５１ａと、プローブ部５１ａの根元側を支持する支持部５１ｂとを有する。プ
ローブ部５１ａは、電気マイクロメータである。プローブ部５１ａは、第２回転軸ＲＡ２
に沿って第２ホルダ３８（図１参照）の中心を貫通し、砥石部材２０の貫通孔ＰＰに挿通
されており、その先端部５１ｅは、実線で示す図示の状態では、第２回転軸ＲＡ２に沿っ
て砥石部材２０の加工面２０ｓの位置まで達している。プローブ部５１ａは、その先端部
５１ｅを研削対象１０の加工表面１０ｓに適当な圧力で付勢可能になっている。支持部５
１ｂは、砥石部材２０や第２ホルダ３８から独立してプローブ部５１ａを支持しており、
砥石部材２０が回転してもプローブ部５１ａは回転しない。支持部５１ｂは、プローブ部
５１ａを、第２回転軸ＲＡ２に沿って前進させた実線で示す測定位置と、第２回転軸ＲＡ
２に沿って後退させた点線で示す退避位置とに配置することができる。プローブ部５１ａ
を、前進させて測定位置にセットした場合、先端部５１ｅによって研削対象１０の加工表
面１０ｓの位置をミクロン単位で精密に計測することができる。プローブ部５１ａによっ
て計測された研削対象１０の加工表面１０ｓの位置に関する情報は、センサ駆動部５２を
介して制御部７０に出力される。
【００３４】
　なお、第２ホルダ３８の貫通孔ＰＰの根元側には、通気孔５３を介してエアー供給管５
４が連結されている。また、第２ホルダ３８の貫通孔ＰＰの奥側には、内径を小さくする
環状のシール部材５５が設けられている。エアー供給管５４に適度の圧力でエアーを送り
込むことにより、貫通孔ＰＰ内を陽圧にしてプローブ部５１ａの内部に研削液が入り込ま
ないようにできる。さらに、エアー供給管５４に供給するエアーの量を多くすることで、
研削対象１０の加工表面１０ｓを測定時にブローする効果を持たせることもできる。なお
、エアー供給管５４を省略しても、シール部材５５によって研削液の流入をある程度阻止
することができる。
【００３５】
　図３（Ａ）及び３（Ｂ）は、砥石部材２０による研削対象１０の加工状態を、付随セン
サ５１によって検出する例を示している。図３（Ａ）に示す場合、研削対象１０の加工表
面１０ｓの曲率半径が、目的とする球面形状ＳＳよりも大きな場合を示しており、付随セ
ンサ５１は、加工表面１０ｓの頂部が目標値よりも低いという検出結果を出力する。また
、図３（Ｂ）に示す場合、砥石部材２０の砥石部２０ｃが摩耗しており、研削対象１０の
中心の厚みが目的とする球面形状ＳＳよりも厚くなっている場合を示しており、付随セン
サ５１は、加工表面１０ｓの頂部が目標値よりも高いという検出結果を出力する。なお、
点線で示す砥石部２０ｃは、摩耗前の状態に相当している。このように、付随センサ５１
は、研削対象１０の加工表面１０ｓの曲率の異常や研削対象１０の中心厚みの異常を簡易
に検出することができる。この際、付随センサ５１の出力の基準値からのずれに基づいて
、研削対象１０の加工表面１０ｓの曲率のズレ量や中心厚みのズレ量を見積もることがで
きる。
【００３６】
　以下、図４のフローチャートにより、図１等に示す研削加工装置１００を用いた研削加
工の動作の流れの一例を説明する。
【００３７】
　まず、制御部７０に対して基本データを入力するとともに、加工量データを入力する（
ステップＳ１１，Ｓ１２）。なお、データに変更がない場合には、この動作を省略するも
のとしてもよい。
【００３８】
　次に、第２回転軸ＲＡ２側の第２ホルダ３８に砥石部材２０を固定し（ステップＳ１３
）、第１回転軸ＲＡ１側の第１ホルダ３７に研削対象１０を固定する（ステップＳ１４）
。
【００３９】
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　次に、第２ホルダ３８に固定された砥石部材２０の動作開始位置を記憶させ（ステップ
Ｓ１５）、装置を起動させる（ステップＳ１６）。これにより、各駆動軸が回転する。す
なわち、第１可動部３５によって研削対象１０を適当な回転数で回転させるとともに、第
２可動部３６によって砥石部材２０を適当な回転数で回転させる。
【００４０】
　次に、研削液供給部４０を動作させて、駆動装置３０に加工液を供給する（ステップＳ
１７）。次に、第２ステージ３３等を適宜動作させて、研削対象１０に対する切削加工処
理を行う（ステップＳ１８）。この際、第２ステージ３３を適宜動作させて砥石部材２０
を鉛直旋回軸ＰＸのまわりに旋回又は揺動させることができ、第２可動部３６を適宜動作
させて砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って先端側に移動させる送り込みを行うこと
もできる。砥石部材２０の送り込み量が目標値に達した段階で、砥石部材２０の送り込み
を停止させ、砥石部材２０の第２回転軸ＲＡ２に沿って根元側に後退させる。
【００４１】
　その後、測定部５０の付随センサ５１を動作させて研削対象１０の加工表面１０ｓの表
面形状すなわち位置を計測する（ステップＳ１９）。この際、測定部５０は、プローブ部
５１ａを測定位置まで前進させて加工表面１０ｓに接触させ、研削対象１０の加工表面１
０ｓの頂部の高さ位置を計測する。
【００４２】
　制御部７０は、計測された研削対象１０の加工表面１０ｓの位置計測結果を予め設定さ
れた目標値と比較して位置ズレが許容範囲内か否かを判断する（ステップＳ２１）。ここ
で、目標値は、研削対象１０の目的とする球面形状ＳＳの曲率から算出される。例えば、
目的とする球面形状ＳＳの曲率半径がＲで、砥石部材２０の半径がｒであるとすると、砥
石部材２０の先端から研削対象１０の加工表面１０ｓの頂部までの距離ｄは、幾何学的関
係から、以下の式で与えられる。
ｄ＝｛Ｒ－√（Ｒ２－ｒ２）｝
　制御部７０は、加工表面１０ｓの位置計測結果に基づいて算出した位置ズレが許容範囲
外である場合、第２可動部３６による砥石部材２０の送り込み量の修正を行う。すなわち
、砥石部材２０の加工面２０ｓが摩耗したものと想定して、摩耗量だけ当初の基準値に加
算を行って砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って前進させる。ここで、砥石部材２０
の摩耗量は、例えば前回の修正時からの研削対象１０の加工枚数に基づいて概算される。
具体的には、研削対象１０の加工枚数が２０枚であれば、砥石部材２０の基準位置を例え
ば５μｍ前進させて、再度の送り込みにより研削対象１０に対する切削加工処理を行う（
ステップＳ２２）。
【００４３】
　その後、測定部５０の付随センサ５１を動作させて研削対象１０の加工表面１０ｓの表
面形状すなわち位置を再度計測する（ステップＳ２３）。
【００４４】
　制御部７０は、計測された研削対象１０の加工表面１０ｓの位置計測結果を予め設定さ
れた目標値と比較して位置ズレが許容範囲内か否かを判断する（ステップＳ２４）。ここ
で、目標値は、ステップＳ２１と同様に、研削対象１０の目的とする球面形状ＳＳの曲率
から算出されたものである。なお、砥石部材２０の送り込み量を基準値（送り込み基準位
置）からずらす方法を用いた場合、研削対象１０の加工表面１０ｓの曲率と研削対象１０
の中心厚との双方を同時に補正する効果があり、補正の作業が極めて簡単になり、砥石部
材２０による加工動作を安定化させることができる。
【００４５】
　制御部７０は、再度の位置計測結果から得た位置ズレが許容範囲外である場合（ステッ
プＳ２４でＮ）、研削対象１０の加工表面１０ｓが目標値からずれたままで修正できなか
った旨のエラーメッセージを加工不完全表示としてオペレータに提示する警告を行って処
理を終了する（ステップＳ２５）。この際、付随センサ５１によって測定された研削対象
１０の加工表面１０ｓの目標値からのズレ量を、高さ位置の誤差又はこれを曲率に換算し
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た誤差として、制御部７０に表示させることができる。一方、制御部７０は、再度の位置
計測結果から得た位置ズレが許容範囲内である場合（ステップＳ２４，Ｓ２１でＹ）、研
削対象１０の加工表面１０ｓが目標値となって加工が完了した旨のメッセージを加工完了
表示としてオペレータに通知して処理を終了し（ステップＳ２６）、詳細な説明を省略す
るがステップＳ１６に移行する。つまり、研削対象１０を未加工のものに交換して、ステ
ップＳ１６～Ｓ２６の動作を繰り返すことになる。
【００４６】
　図５は、図４に示す動作の変形例を説明するフローチャートである。この場合、ステッ
プＳ２１の判断結果として、加工表面１０ｓの位置計測結果に基づいて算出した位置ズレ
が許容範囲外となっている場合、制御部７０は、測定部５０による研削対象１０の加工表
面１０ｓの計測結果に基づいて、砥石部材２０の送り込み量の修正を行う（ステップＳ１
２２）。具体的には、研削対象１０の加工表面１０ｓの頂部の高さ位置が目標値よりも高
くなっている場合、その高さ増加量Δｈだけ砥石部材２０の基準位置を前進させて、再度
の送り込みにより研削対象１０に対する切削加工処理を行う。
【００４７】
　図６は、図４に示す動作の別の変形例を説明するフローチャートである。この場合、ス
テップＳ１１，Ｓ１２で基本データや加工量データを入力した後に、制御部７０は、研削
対象１０の連続処理回数が既定回数以上になったか否かを判断する（ステップＳ３１）。
連続処理回数が既定回数以上となっている場合、砥石部材２０の摩耗がある程度進行した
と判断して、摩耗量だけ予算に砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２に沿って前進させるよう
な送り込み量となるように加工量データを修正する（ステップＳ３１）。ここで、砥石部
材２０の摩耗量は、図３に示すフローチャートのステップＳ２２と同様に、例えば前回の
修正時からの研削対象１０の加工枚数に基づいて概算される。なお、加工後にステップＳ
１９で研削対象１０の加工表面１０ｓの表面形状を計測して、算出した位置ズレが許容範
囲外である場合、第２可動部３６による砥石部材２０の送り込み量の修正を行うことなく
、エラーメッセージを加工不完全表示としてオペレータに対する警告を行って処理を終了
する（ステップＳ２５）。この際、研削対象１０の加工表面１０ｓの目標値からのズレ量
を、高さ位置の誤差又はこれを曲率に換算した誤差として制御部７０に表示させることが
できる。なお、研削対象１０の加工表面１０ｓが目標値となって加工が完了した場合（ス
テップＳ２６）、研削対象１０を未加工のものに交換して、ステップＳ３１，Ｓ１６～Ｓ
２６の動作を繰り返す。
【００４８】
　以上説明した、本実施形態に係る研削加工装置１００では、砥石部材２０に付随して設
けられた付随センサ５１が研削対象１０の形状に関する情報を測定するので、研削対象１
０を第１ホルダ３７から外さずに測定することができ、加工の途中段階で研削対象１０の
加工状態を確認することができる。これにより、第２ホルダ３７等が変位しても、研削対
象１０の形状のズレ又はこれに相当する砥石部材２０の摩耗を監視しつつ研削対象１０の
加工を行うことができる。
【００４９】
　以上、実施形態に即して本発明を説明したが、本発明は、上記実施形態に限定されるも
のではない。例えば、上記実施形態では、付随センサ５１のプローブ部５１ａが電気マイ
クロメータであるとしたが、電気マイクロメータをその他の測長器に置き換えることがで
きる。また、電気マイクロメータに代えて表面状態を例えば光学的に観察又は検出可能に
するセンサを設けることもできる。この場合、研削対象１０の加工表面１０ｓの表面粗さ
、ツールマークや突起状の研削不良部の有無等を監視することができる。
【００５０】
　また、上記実施形態では、研削対象１０の加工表面１０ｓとして凸の球状面を形成する
例を示しているが、研削対象１０の加工表面１０ｓとして凹の球状面を形成することもで
きる。
【００５１】
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　砥石部材２０は、カップ状の砥石に限らず、全体に亘って凹又は凸の球面状の加工面２
０ｓを有するものとできる。
【００５２】
　上記実施形態では、砥石部材２０の軸心に沿ってプローブ部５１ａを配置しているが、
プローブ部５１ａを軸心からずらして配置することもできる。また、単一のプローブ部５
１ａに限らず、砥石部材２０内に複数のプローブ部５１ａを配置することもできる。これ
らの場合、プローブ部５１ａによって検出された位置を第１回転軸ＲＡ１上の位置に換算
して利用することが望ましい。
【００５３】
　上記実施形態では、砥石部材２０を第２回転軸ＲＡ２方向に沿って送り込むことで、研
削対象１０の加工表面１０ｓの曲率や厚みを調整しているが、第２可動部３６は、第２回
転軸ＲＡ２に沿った駆動軸を有するものに限らず、砥石部材２０をその摩耗量に応じてＸ
Ｚ方向に２次元的に移動させるものであってもよい。
【符号の説明】
【００５４】
　１０…研削対象、　１０ｓ…加工表面、　２０…砥石部材、　２０ｃ…砥石部、　２０
ｓ…加工面、　３０…駆動装置、　３１…台座、　３２，３３…ステージ、　３５…第１
可動部、　３６…第２可動部、　３７…第１ホルダ、　３８…第２ホルダ、　４０…研削
液供給部、　５０…測定部、　５１…付随センサ、　５１ａ…プローブ部、　５１ｂ…支
持部、　５１ｅ…先端部、　５２…センサ駆動部、７０…制御部、　１００…研削加工装
置、　ＣＡ…チャック、　ＣＬ…ケーブル線、　ＰＰ…貫通孔、　ＰＸ…鉛直旋回軸、　
ＲＡ１…回転軸、　ＲＡ２…回転軸、　ＳＳ…球面形状

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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